
ビジネス支援② 【秋田県立図書館 調べ方ガイド NO.２００２】 2022 年３月 31 日

企業・ビジネス情報について調べるには

n 一般書架№１０、ﾋﾞｼﾞﾈｽ支援ｺｰﾅｰなど、ああああは資料のある場所を表示しています。

n 「書庫」と記載のある資料は、カウンターにご請求ください。

n 「◆禁帯出◆」と記載のある資料は、貸出できません。館内でご覧ください。

n インターネットによる情報は令和４年３月３１日現在のものです。

n 図書には1冊ごとに分類記号があり、棚にはこの分類記号順に並んでいます。例）【R366.1/ｱｱ/1】

１．秋田県立図書館の図書で調べる

（１）総合的な会社録
・『帝国データバンク会社年鑑』（帝国データバンク 2015年）【R335.0/ﾃﾃ/16-1】

ﾋﾞｼﾞﾈｽ支援ｺｰﾅｰ ◆禁帯出◆

全国の銀行及び企業約１４万社を東日本２分冊、西日本２分冊に収録。別冊索引あり。

・『東商信用録』（東京商工リサーチ 毎年発行）【R335.0/ﾄﾄ/】ﾋﾞｼﾞﾈｽ支援ｺｰﾅｰ◆禁帯出◆

全国各地域の業界や地域経済を牽引する有力企業や新興企業を厳選して掲載。またABC格付評価・

概況にコメントの掲載あり。東北版と秋田県版は毎年購入。

（２）業界・市場動向
・『業種別審査事典』全10巻（金融財政事情研究会 2020年）【R338.5/ｷｷﾞ】

ﾋﾞｼﾞﾈｽ支援ｺｰﾅｰ ◆禁帯出◆

金融機関の融資をする際の検討項目の他、「業種の特色」（沿革・変遷等）、「業界動向」（業務の概況

や主要企業の紹介など）の項目があり、業界の知識を得ることができる。

・『全国大型小売店総覧』（東洋経済新報社 毎年発行）【R673.8/ﾄｾﾞ/】

ﾋﾞｼﾞﾈｽ支援ｺｰﾅｰ ◆禁帯出◆

店舗面積が１，０００㎡を超える全国の大型小売店約２万店の各種データがまとめられている。

（３）その他資料
・『CSR企業総覧』（東洋経済新報社 毎年発行）【R335.1/ﾄｼ/】

ﾋﾞｼﾞﾈｽ支援ｺｰﾅｰ ◆禁帯出◆

CSR＆財務評価・格付け、ガバナンス、社会貢献等９分野の約1,600社のCSR情報を収録。

・『日本の企業グループ』（東洋経済新報社 毎年発行）【R335.0/ﾄﾆ/】

ﾋﾞｼﾞﾈｽ支援ｺｰﾅｰ ◆禁帯出◆

上場企業傘下の国内グループ会社各社の概要をアンケートにて調査・整理した結果をまとめたもの

が収録。親会社約3,000社、関係会社約30,000社掲載。

・『外資系企業総覧』（東洋経済新報社 毎年発行）【R335.0/ﾄｶﾞ/】

ﾋﾞｼﾞﾈｽ支援ｺｰﾅｰ ◆禁帯出◆

在日外資系企業主要3,000社の事業内容、海外親企業、資本金、従業員数等の詳細データ収録。

企業情報（所在地、事業内容、資本金等、業績、主要取引先等）を調べるための資料を紹介し

ています。企業情報の資料は大変多くあるため、ここでは代表的な資料を紹介します。
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・『全国企業あれこれランキング』（帝国データバンク ２０１６年）【R335.0/ﾃｾﾞ/2015】

書庫４平成 ◆禁帯出◆

企業の売上高、純利益、財務等を都道府県別及び業種別にランク付けしている。

・『海外進出企業総覧』国別編（東洋経済新報社 毎年発行）

【R335.0/ﾄｶ/】ﾋﾞｼﾞﾈｽ支援ｺｰﾅｰ ◆禁帯出◆

日経現地法人約30,000社の進出年月・資本金・従業員数・事業内容など最新のデータを進出国・

地域ごとに掲載。

（４）秋田県内企業資料
・『東商信用録秋田県版』（東京商工リサーチ 毎年発行）

【335/ﾄﾄ/郷】 カウンター ◆禁帯出◆

優良企業の所在地や事業内容などの基本情報から格付けや概況など最新の情報が掲載。

・『ＤＡＴＥ Ｆｉｌｅ秋田』（秋田魁新報社 2014年）【059/ｱﾃﾞ/2015 郷】

郷土資料ｺｰﾅｰ ◆禁帯出◆

県内各分野の情報を収録、約1,400社の企業概要など掲載。2011年以前は「秋田魁年鑑」。

２．雑誌で調べる

・『会社四季報』（東洋経済新聞社） ﾋﾞｼﾞﾈｽ支援ｺｰﾅｰ ◆最新号禁帯出◆

日本国内全上場３，７００以上を収録し、業績変・好調企業など最新情報を掲載。

・『TSR情報秋田県版Ｗｅｅｋｌｙ』（東京商工リサーチ） カウンター◆禁帯出◆

秋田県内の企業倒産の信用情報、倒産集計等が掲載。

３．データベースで調べる（ご利用はカウンターまでお問い合わせください）

・『日経テレコン２１』（日本経済新聞デジタルメディア） ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽｺｰﾅｰ

上場企業をはじめ、全国主要３万社の詳細な企業、財務情報や人事情報も収録しています。日経各

新聞の記事検索も可能。

４．インターネットで調べる
・『ＥＤＩＮＥＴ』（http://disclosure.edinet-fsa.go.jp/）
証券取引法に基づく有価証券報告書等の開示書類に関する電子開示システムが法律により定められ

ており、金融庁より行政サービスの一環として提供されている。

・『東洋経済オンライン』（https://toyokeizai.net/）
企業基本情報、最新株価情報等の企業情報、就職ランキング、就活ノウハウ講座等が検索可能。

・『日本経済新聞 マーケット』（https://www.nikkei.com/markets/）
企業の基本情報、株価、株価チャート、ニュース、株主優待情報などが検索可能。

・『ザ・ビジネスモール』（https://www.b-mall.ne.jp/index.aspx）
全国の商工会議所などが共同運営する企業情報。地域から企業情報を検索可能。

詳しくは…

秋田県立図書館 (Akita Prefectural Library)

〒010-0952

秋田県秋田市山王新町１４－３１ https://www.apl.pref.akita.jp/
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